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抄録 

 本調査の目的は、昨年度に実施した足立区の小学校１年生全員への調査の追跡調査として、

小学校２年生の全員とその保護者、そして高学年における実態を明らかにすべく一部の小

学校４年生、６年生、中学校２年生を対象に①子どもの健康と生活の実態を把握すること、

②子どもの健康が家庭環境や生活習慣からどのような影響を受けているかを明らかにする

こと、③子どもの健康と世帯の経済状態の媒介要因を明らかにすることにより、子どもの

健康の増進の推進および有効な生活習慣病予防対策を提言していくことである。 
 小学校２年生は５,３５１人に質問票を配付し、４、５８３人から回答票を回収し、この

うち調査への同意が得られなかった者と回答票が白紙であった者を除いた４,３５８人（有

効回答率８１．４％）を分析対象者とした。小学校４年生は６１６人を対象に質問紙を配

布し、５３４人から有効回答を得た（有効回答率８６.７％）。小学校６年生は６２３人を

対象に質問紙を配布し、５３０人から有効回答を得た（有効回答率８５．１％）。さらに

中学校２年生は７５５人を対象に質問紙を配布し、５８８人から有効回答を得た（有効回

答率７７.９％）。 

 生活困難世帯を年収 300 万未満、子どもの生活必需品の非所有、ライフライン等の支払

い困難経験で定義したところ、小２で１０４０世帯（２３．９％）、小４で１４７世帯（２

７．５％）、小６で１３５世帯（２５．５％）、中２で１７７世帯（３０．１％）が該当し

た。生活困難世帯と非生活困難世帯では、生活習慣および健康の様々な面において差が見

られた。 

今後も継続して調査対象児を追跡していくと共に、子どもを取り巻く家庭環境や生活習慣

を変えていくことによって、できる限り生活困難の影響軽減をはかるなど、将来の夢や希

望を叶える大切な土台となる子どもの健康を守り育てる施策を提言する。 
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【A. 研究目的】 

本調査は、昨年度に実施した足立区の

小学校１年生全員への調査の追跡調査と

して、小学校２年生の全員とその保護者、

そして高学年における実態を明らかにす

べく一部の小学校４年生、６年生、中学

校２年生を対象に①子どもの健康と生活

の実態を把握すること、②子どもの健康が

家庭環境や生活習慣からどのような影響を

受けているかを明らかにすること、③子ど

もの健康と世帯の経済状態にどのような関

連があるか（媒介要因）を明らかにするこ

とにより、子どもの健康の増進の推進およ

び有効な生活習慣病予防対策を提言してい

くことを目的としている。 

足立区は、区民の健康寿命が都の平均よ

りも約２歳短い。その主な要因として糖尿

病をはじめとする生活習慣病がある。予防

には、子どもの頃から正しい生活習慣を身

につけることが効果的であるが、足立区で

は高学年になるにつれて肥満傾向児の割合

が高くなり、むし歯のある子どもの割合も

２３区内で最下位の水準である。先行研究

によると貧困と生活習慣には強い相関があ

り、平成２６年度版の国民生活基礎調査に

よると、現在日本では６人に１人の子ども

が貧困状態にあると報告されている。よっ

てできる限り正確に子どもの健康と生活の

実態を把握するために、東京医科歯科大学、

国立研究開発法人国立成育医療研究センタ

ーと足立区は、小学校２年生全員と一部の

小学校４年生、６年生、中学校２年生とそ

の保護者を対象とした「子どもの健康・生

活実態調査」を実施した。 

 

【B．方法】 

（１）データソース 

足立区の小学校２年生全員と一部の小学校

４年生、６年生、中学校２年生及びその保

護者 

（２）方法 

足立区と東京医科歯科大学、国立成育医療

研究センター研究所社会医学研究部が協働

で調査を行った。調査は無記名アンケート

方式により、区立小学校に在籍する全小学

２年生、一部の小学校４年生、６年生、中

学校２年生を対象に、区が学校を通じて質

問票や回答票等の配付・回収を１０月に行

い、東京医科歯科大学及び国立成育医療研

究センターが結果の集計・分析を実施した。 

調査対象者は、小学校２年生は５,３５１

人に質問票を配付し、４、５８３人から回

答票を回収し、このうち調査への同意が得

られなかった者と回答票が白紙であった者

を除いた４,３５８人（有効回答率８１．

４％）を分析対象者とした。小学校４年生

は６１６人を対象に質問紙を配布し、５３

４人から有効回答を得た（有効回答率８６.

７％）。小学校６年生は６２３人を対象に

質問紙を配布し、５３０人から有効回答を

得た（有効回答率８５．１％）。さらに中

学校２年生は７５５人を対象に質問紙を配

布し、５８８人から有効回答を得た（有効

回答率７７.９％）。 

 

【C．結果】 

本調査では、子どもの貧困状態を家庭の経

済的な困窮だけでなく家庭環境全体で把握

すべきであると考え、①世帯年収３００万

円未満、②生活必需品の非所有（子どもの

生活において必要と思われる物品や５万円

以上の貯金がない等）、③支払い困難経験

（過去１年間に経済的理由でライフライン
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の支払いができなかったこと）のいずれか

１つでも該当する世帯を「生活困難」にあ

る状態と定義した。小２で１０４０世帯（２

３．９％）、小４で１４７世帯（２７．５％）、

小６で１３５世帯（２５．５％）、中２で１

７７世帯（３０．１％）が該当した。 
 生活困難世帯と非生活困難世帯では、生

活習慣および健康の様々な面において差が

見られた。例えば、肥満の割合は、困難世

帯の子どもの方が小６において５％多かっ

た。むし歯が５本以上の割合も、非困難世

帯では小２において１４.３％に対して困

難世帯では２１．８％であった。注２にお

いては採血データとリンクできたが、脂質

異常症の割合は生活困難世帯で３．６％、

非生活困難世帯で２．２％であった。 
 生活困難世帯と非生活困難世帯の比較に

加えて、子どもを取り巻く家庭環境や生活

習慣を変えることで「生活困難」の影響を

軽減することが可能かどうかについて分析

を試みた。具体的には、子どもの健康状態

に対して「生活困難」と「変えていくこと

が可能な要因（家庭環境や生活習慣など）」

がどのように、かつどの程度影響を及ぼし

ているかを数値化した。「生活困難」が子ど

もの健康状態に影響を与えているときに、

何％が「生活困難」から直接引き起こされ

るものか（直接的な影響）、何％が家庭環境

や生活習慣などの「変えていくことが可能

な」要因を経て起きているか（間接的な影

響）を明らかにした。ここでは、小２にお

ける子どもの健康状態として重要と考えら

れる、①むし歯、②朝食欠食、③登校しぶ

りの３点を取り上げ、詳しい分析を行った。

結果は、以下の通り。 

①� むし歯 

5本以上のむし歯は 694名(16.1%)にみられ、

生活困難と有意に関連していた（1.66倍）。

この関連における媒介割合はジュー スの

摂取頻度 17%、むし歯があったときの歯科

医の受診状況 12%、学習塾への 参加 9%、受

動喫煙 9%、仕上げみがき 9%、歯みがき 4%、

合わせて 61%であった。 

②朝食欠食 

朝食を毎日食べる習慣がない小 2 児童は

292名(6.7%)であった。生活困難 であると

そのリスクは 2.93 倍と有意に関連してお

り、その媒介割合は運動部・スポーツクラ

ブの所属状況 12%、受動喫煙 9%、子 どもの

問題行動 6%、親が勉強を見る頻度 5%等で、

合計 57%であった。 

③登校しぶり 

「学校に行きたくない」を理由として 1 日

でも学校を休んだことのある児童は 1 10名

(2.5%)であ っ た。この児童を「登校しぶ

り」と定義した。生活困難で あった場合、

そのリスクは 2.38 倍で、媒介割 合が大き

かった項目は、運動部・スポーツクラブの

所属状況 15%、逆境を乗り越 える力 14%、

学習塾への通塾状況 12%、親が勉強をみる

頻度 8%、ジュースの 摂取頻度 7%、朝食欠

食 6%であった。 

 
【D. 考察】 

本調査の結果をみると、生活困難世帯の子

どもはむし歯であることが多く、朝食をと

っておらず、登校しぶりのリスクが高いこ

とが明らかになった。また、肥満や脂質異

常症との関連も示唆された。 

子どもの健康状態と生活困難との関連を

詳しく分析したところ、生活困難が子ども

の健康状態に与える影響は確認されたもの
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の、同時に、子どもを取り巻く家庭環境や

生活習慣などの「変えていくことが可能な」

様々な要因がもたらす影響がより大きいこ

とが明らかになった。つまり、家庭環境や

生活習慣などを変えていくことによって、

生活困難の影響を軽減し、子どもの健康を

守り育てていくことが可能であることが示

唆された。 

 

【E. 結論】 

本調査によって明らかになった足立区内小

学２年生、４年生、６年生、中学校２年生

の健康状態や生活状況から、生活困難は子

どもたちの健康に少なからず悪影響を与え

ていることが確認できた。しかしながら同

時に、子どもを取り巻く家庭環境や生活習

慣など「変えていくことが可能な要因」が

子どもの健康に与える影響も５０％以上あ

ることが明らかになった。今後も継続して

調査対象児を追跡していくと共に、子ども

を取り巻く家庭環境や生活習慣を変えてい

くことによって、できる限り生活困難の影

響軽減をはかるなど、将来の夢や希望を叶

える大切な土台となる子どもの健康を守り

育てる施策を提言していく予定である。 

 

【F. 健康危険情報】 
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抄録 

 

本分担研究では、先行研究によって確立された小中学生パネル調査のフレームを用いて、

自治体による食習慣改善の介入諸施策が小中学生の食事摂取状況に与える効果、特に世

帯の社会経済的状況による格差の解消に対する効果を検討することを目的とした。昨年

度研究では、該当 4 市区のうち先行して介入地区（足立区）と対照地区（柏市）を調査

したが、本年度は残る２対照地区（三鷹市・所沢市）の調査を行い、再解析を実施した。

2013 年（プログラム実施前）のデータと、2015 年に実施されたパネル追跡調査データ

を用いて、対照自治体と介入地区の違いが見られるかを検討したところ、足立区におい

て３つの対照自治体いずれと比べも当初見られた緑黄色野菜摂取量の差に縮小傾向が

見られた。また母親の学歴ごとに解析したところ、低学歴世帯においても足立区では野

菜果物摂取の増加が確認され、介入による「格差の拡大」は有意ではなかった。このこ

とから、介入地区で実施されたコミュニティ介入政策（学校給食ならびに外食産業での

野菜摂取推奨活動）が子どもの食生活習慣行動改善効果を示したことが立証された。今

後この成果を関係自治体とシェアし、政策の在り方について議論する素地としたい。 
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【A. 研究目的】 

われわれは先行研究（平成 21－25 年度

新学術領域研究「社会格差と健康」多目

的共用パネル調査）を通じて、小中学生

における食事調査と世帯調査の結果から、

緑黄色野菜ならびに果物摂取において、

世帯の所得や親（特に母親）の学歴が有

意な関連を有していることをつきとめて

いる。その結果を調査協力自治体にフィ

ードバックし対策などの検討を促してき

たところ、東京都足立区においておりし

も健康づくり計画の策定と、子どもの貧

困対策計画の策定が進行しており、子ど

もの食習慣に対して、情報普及に留まら

ない、具体的な施策が必要であることが

首長を始め関係者の間に認識共有される

にいたった。 

その結果、足立区においては、健康担

当部局と教育委員会との協力により、

2014 年以降、区立の教育関連施設におい

て、学校給食を通じた食育の重点化（月

一回の野菜を中心とした「野菜の日」メ

ニューの提供、保育園児童や高校生を対

象としたを対象とした野菜調理実習）を

企画実施している。また「健康に関心を

持てない人でも足立区に住んでいれば自

ずと健康になる」ことができる環境整備

を目指し、産業担当部局ならびに民間企

業の協力を仰ぎ、「足立ベジタベ運動」と

称し、区内の飲食店においてメニューの

一部に野菜を加えるなどの協力を要請し

たほか、食料品小売店などにおいて一人

前の野菜セットや野菜惣菜、調理法の店

頭紹介などを行う「ベジタベ協力店舗」

の協力を得た活動を展開している。 

 昨年度研究では、上述した足立区の取

組の効果を対照自治体 1 地区（柏市）と

比較することで検討したところ、足立区

の小中学生において有意な野菜・果物摂

取の増加を認めた。しかし対照地区が 1

地点であったことから、平均回帰などに

よるバイアスの可能性を除去しきれなか

った。そこで本年度はさらに２つの対照

地区での追跡調査を実施することによっ

て、足立区における介入が小中学生の学

童の野菜果物摂取に及ぼした変化を再検

証し、その政策的含意について考察する

ことを目的とした。 
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【B．方法】 

（１） データソース 

先行研究（平成21－25年度新学術領域研

究「社会格差と健康」多目的共用パネル

調査）を通じて確立された「まちと家族

の健康調査（Japanese study on 

Stratification, Health, Income, and 

NEighborhood; JSHINE）(Takada, et al. 

2014)をフレームに用いた。JSHINEは

2010年、足立区をはじめとする首都圏4

市区において、それぞれお60地点、住民

票に基づく無作為抽出により選ばれた男

女成人25－50歳をフォローするパネル調

査であり、2012年にそのフォロー調査が

実施されている。また、配偶者・パート

ナーのいる対象者、ならびに子どもを有

する対象者に対しては、付帯調査として

配偶者調査・子ども調査を2011年、2013

年にパネル調査として実施されている。 

 

（２）方法 

2011 年ないし 2013 年に JSHINE子ども

調査に参加した子どものうち、2016 年 4

月現在小学校ならびに中学校に就学して

いる学童・学生を対象に、再調査を実施

した。昨年度 2016 年 2 月に実施した足立

区と柏市の 2 地点での調査に加え、今年

度は残る 2 市区（所沢市・三鷹市）の調

査、さらに足立・柏の 2016 年度新小学 1

年生について追加調査を実施した。2015

年 1－3 月に自記入式質問票による調査

を実施し、回答率は保護者調査で

（1114/1277=87.2%）、子ども調査で

（1703/1989=85.6%）を得た。 

2013年・2015年の間に対象学童・学生の

食事摂取（緑黄色野菜と果物摂取）の変

化に介入地区（足立区）と対照の3地区で

違いが見られたかどうかを検証すること

とした。平均回帰の可能性を否定するう

えで、対照３地区における野菜果物摂取

の変遷パターンが課題となった。所沢市

は前調査で足立区と同様、野菜果物摂取

量が柏・三鷹に比較し低かったことから、

足立同様、所沢でも摂取増加が確認され

れば平均回帰の可能性を否定できない。

一方、いずれの3対照でも同じ変化パター

ンを示しているのであれば、これを自然

経過の現れと取ることができると考えた。 
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子ども本人（低学年では保護者の援助を

含む）によりBrief Dietary Habit 

Quesionnaire（BDHQ）により食事摂取

の状況を測定した（Kobayashi, et al. 

2012）。なお2013年当時は小学生は

BDHQ-10y版、中高生では15y版を用いて

測定したが、2015年3月より10yが廃止に

なることを受けて今回調査ではすべて

15yを用いた。両者の違いは、10yでは給

食による摂取を別途聴取している点が挙

げられる。両版での野菜・果物摂取量の

比較可能性については十分検討されてい

ない。しかし今回は比較対照の2地点いず

れにおいて前後で同様の測定版の変更を

実施したことから、摂取量の絶対量の前

後比較は困難であるが、変化量が2市区に

おいて異なるかどうか、の検証について

は測定バイアスの影響は無視できると判

断した。 

BDHQから推計された緑黄色野菜・果物

摂取量（1日当たり、カロリー1000キロカ

ロリー摂取当たりのｇ数）を標的変数と

し、2013年調査、2015-16年度調査の2回

調査分のデータについて、ランダム効果

モデルによる線形パネル回帰分析を実施

した。年齢・性を補正したのち、調査年

と市区のそれぞれのダミーの交差項につ

いて有意性を検討することで、2013－15

年の間に４市区の間で系統的な摂取量変

化の違いが見られるかどうかを検証した。 

なお今回の調査実施にあたっても、従

前調査にならい、当該市区町村の首長の

許可を得て、市区町村ホームページなど

での実施に関する掲示をお願いし調査の

信頼性を担保するとともに、東京大学大

学院医学系研究科倫理委員会において追

跡調査の追加について変更申請・実施許

可を得た（審査番号 東大医倫理3073）。 

調査の実施にあたっては対象者（小中学

生本人ならびにその保護者）に対して調

査の目的と予想される経験・問題につい

て書面ならびに口頭による十分な説明を

施したうえで、書面に研究参加承諾の署

名をいただいた。 

 

【C．結果】 

表 1 ならびに図１に解析結果を示す。 

  表１に示すとおり、City-dummy の
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主効果として介入前は三鷹市と比べ有意

に足立区で野菜摂取量が低かった（18.9

グラム/day/1000kcal）。Wave の主効果と

して 18.5g の減少がみられ、2013 年から

2015-16 にかけて野菜摂取量が低下して

いる。これは年齢があがったことに加え、

この間に消費税率が 8%に上がったこと

などによる家計の変化なども含んでいる

可能性が示唆された。Wave と city の交

互作用項では、足立区(city2=4)の wave3

で 20.5 グラムの増加がみられ、ｐ値とし

ては 0.02 と有意な変化がみられている。

これに対し他の市区では有意な交互作用

は見られなかった。最後に母親の教育

（d_mo_edu）と地区・wave の 3 元交互

作用項はいずれも有意にはいたらず、前

後で母親の学歴による摂取量格差が拡大

したことは認められなかった。 

  図で確認すると、足立区では低学

歴・高学歴を問わず、前回調査に比して

野菜摂取量の増加がみられたのに対し、

他の市区では一貫して、摂取量が低下し

ていることが読み取れる。 

 

【D. 考察】 

以上から、2013 年以降の足立区での取組

が小学校学童・中高学生の野菜摂取量を

増加させる効果があったことが立証され

た。単なる知識の普及に留まらず、具体

的に野菜の摂取や調理を体験し、野菜を

摂取するための基礎技術・能力・知識を

育むとともに、小売店などの協力などを

経て、野菜を食べることについての社会

的規範や野菜摂取を促す環境・文化の形

成が進んだことがこうした結果につなが

った可能性が示唆される。 

 昨年事業では 1 地区たけの対照比較で

あったため、平均回帰の可能性は否定し

きれなかったが、今回は３つの対照いず

れでも野菜摂取量の変化が見られたのに

対し、足立区でのみ増加がみられたこと

は、その介入効果がバイアスされたもの

ではないことを強く示唆している。 

 本分析結果は自治体による積極的な環

境づくり・文化づくりが子どもの生活習

慣・食行動にポジティブな影響を与えた

ことを立証した、少なくても国内では初

めての重要なエビデンスを提示している。 



17 
 

「啓蒙」「情報提供」などでは「高学歴」

などリテラシーの高い世帯の子どもにお

いてのみ反応が出ることで、かえって格

差拡大につながることが当初懸念されて

いたが、環境づくりによって、だれでも

等しく野菜摂取に向けた動機付け、条件

付けがされる介入を施したことで、格差

拡大を誘発せずに、特に低学歴世帯で野

菜摂取の底上げに成功したことは特筆に

値する。 

自治体の地域介入が子どもの生活習慣・

健康格差の是正に有効であることを踏ま

え、環境づくり・条件づくりを地域ぐる

みで推進する施策の重要性が立証された。 

 

【E. 結論】 

  足立区で展開された学校給食・食育

教育・ならびに環境介入施策による、子

どもの食行動に対する影響を検討したと

ころ、対照市と比較し、施策の正の効果

が検出された。生活習慣変容を促す情報

提供にこれまで終始してきた介入を越え

て、自治体による系統的な施策取組によ

り環境整備・機会提供を通じて子どもの

生活習慣の形成を促進する道筋が見えた

ことは、今後の健康施策における自治体

ならびに教育現場の役割について、重要

な示唆を含むものであると考えられた。

次年度はこの成果を関係自治体の当局と

シェアし、具体的な政策提言に向けた資

料作成・提言作成につなげたい。 

 

【F. 健康危険情報】 

特になし 

【G. 研究発表】 

  平成 29年 5月現在未発表 

【H. 知的財産権の取得・登録状況】 

該当なし 
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表１ 子どもの緑黄色野菜摂取量（g/day/1000Kcal energy intake）の 2013－2015 年  

調査における変化と市区間での比較（ランダム効果モデル） 

                                                                                     
                rho    .40892399   (fraction of variance due to u_i)
            sigma_e    43.896549
            sigma_u    36.511528
                                                                                     
              _cons     122.5356    7.30005    16.79   0.000     108.2278    136.8435
          d_conpov2    -5.088614    4.13588    -1.23   0.219    -13.19479    3.017562
                     
             1 4 3      7.891342   12.49432     0.63   0.528    -16.59708    32.37976
             1 3 3     -.7292441   11.71203    -0.06   0.950    -23.68441    22.22592
             1 2 3     -10.15582   11.21989    -0.91   0.365    -32.14641    11.83477
d_mo_edu#city2#wave  
                     
               4 3      20.53543   8.924124     2.30   0.021     3.044473     38.0264
               3 3     -1.268556   9.178047    -0.14   0.890     -19.2572    16.72008
               2 3      10.03222   8.813181     1.14   0.255    -7.241294    27.30574
         city2#wave  
                     
               1 3      4.941923   8.970368     0.55   0.582    -12.63967    22.52352
      d_mo_edu#wave  
                     
             3.wave    -18.50896   7.232077    -2.56   0.010    -32.68357   -4.334351
                     
               1 4       6.22221   10.38494     0.60   0.549    -14.13191    26.57633
               1 3      3.265353   9.791953     0.33   0.739    -15.92652    22.45723
               1 2     -.2513409   9.353783    -0.03   0.979    -18.58442    18.08174
     d_mo_edu#city2  
                     
                 4     -18.87327   7.426861    -2.54   0.011    -33.42965   -4.316885
                 3     -12.76982   7.666442    -1.67   0.096    -27.79577    2.256125
                 2     -3.868146   7.342159    -0.53   0.598    -18.25851    10.52222
              city2  
                     
         1.d_mo_edu     10.67315   7.352601     1.45   0.147    -3.737682    25.08399
            2.c_sex     18.11733   2.563436     7.07   0.000     13.09308    23.14157
              c_age    -1.360425    .361691    -3.76   0.000    -2.069326   -.6515237
                                                                                     
       zc_veg_total        Coef.   Std. Err.      z    P>|z|     [95% Conf. Interval]
                                                                                     

corr(u_i, X)   = 0 (assumed)                    Prob > chi2        =    0.0000
                                                Wald chi2(18)      =    173.18

       overall = 0.0668                                        max =         2
       between = 0.0604                                        avg =       1.5
R-sq:  within  = 0.0752                         Obs per group: min =         1

Group variable: c_ID                            Number of groups   =      1648
Random-effects GLS regression                   Number of obs      =      2447

 

d_mo_edu =1   
city2  1=Mitaka 2=Kashiwa 3=Tokorozawa 4=Adachi (Mitaka as reference) 
Wave   2=2013survey, 3=2015-16 survey 
d_conpov2 =1 if  relative poverty (less than  half of median of household income)
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図 2013 年と 2015-16 年（足立区における介入前後）の果物・野菜摂取量（g/day/1000kcal） 
 

 
 
A=Mitaka, B=Kashiwa  C=Tokorozawa 


